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図表１ 年齢３区分別人口の推移・推計（中央区）

人口総数

高齢者人口

(65歳以上)

生産年齢人口

(15～64歳)

年少人口

(0～14歳)

（人）

＜推計＞

（１） 年齢区分別人口 

本区の人口は、いわゆる団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年にはおよそ 18

万８千人と推計され、その後も増加が見込まれます。 

高齢者人口は、令和７（2025）年には 26,765 人と推計され、その後も増加することが見

込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

令和６年以降は区の推計値（令和５年１月１日現在の人口を基準人口として作成） 

 

 

  

図表１ 年齢３区分別人口の推移と推計（中央区） 

資料２ 
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（２） 人口構成の変化 

 令和５（2023）年に最も人口が多い 35～54 歳が、令和 15（2033）年には 10 歳上の年

齢層に移行していくほか、若年層の人口流入により30～34歳が新たな人口のピークになる

と推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：令和５（2023）年は住民基本台帳（１月１日現在） 

令和 10 年以降は区の推計値（令和５年１月１日現在の人口を基準人口として作成） 
 

（３） 高齢化率の推移 

本区の高齢化率（区民のうち 65 歳以上の人の割合）は東京都や国を下回っています。高齢化率

は、令和７（2025）年までは下降傾向にありますが、その後ゆるやかに上昇に転じる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料 中央区：住民基本台帳（各年１月１日現在）、令和６年以降は区の推計値（令和５年１月１日現在の人口を基準人口として作成） 

   東京都：  〃  、令和６年以降は「「未来の東京」戦略 附属資料 東京の将来人口」による推計値 
   全 国：  〃  、令和６年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」による推計値 
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図表２ 人口構成の変化 

図表３ 高齢化率の推移（中央区、東京都、国） 
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図表４ 高齢者のいる世帯の世帯構成（中央区、東京都、全国）
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（４） 年齢区分別高齢者人口 

高齢者の人口を年齢区分別にみると、65～74 歳は令和 8（2026）年までほぼ横ばい、

75～84 歳は令和５（2023）年以降増加傾向が顕著になり、令和７（2025）年には１万人を

超える見込みとなっています。85歳以上は今後も継続して増加することが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

令和６年以降は区の推計値（令和５年１月１日現在の人口を基準人口として作成） 

（５） 高齢者の世帯構成の比較 

本区は、東京都や国と比較して、高齢者のいる世帯全体に占める単独世帯（一人暮らし）の

割合が高い状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（平成 27 年、令和２年） 

図表４ 年齢区分別高齢者人口の推移と推計 

図表５ 高齢者のいる世帯の世帯構成（中央区、東京都、国） 
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図表３ 年齢区分別高齢者人口の推移・推計（中央区）
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図表５ 第１号被保険者数と要支援・要介護認定者数の推移
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（１） 第 1号被保険者数と要介護・要支援認定者数の推移 

 令和５（2023）年の第１号被保険者数および要介護・要支援認定者数を平成30（2018）年

と比較すると、被保険者数は 1.05倍、認定者数は 1.12倍に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 

※認定率は、第１号被保険者数のうち、要介護・要支援認定を受けた第１号被保険者数の割合（下段（２）も同様） 

 

 

（２） 第 1号被保険者の要介護・要支援認定率の推移 

本区の第１号被保険者の認定率は、東京都や国と比較するとやや高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 

 

図表６ 第 1号被保険者数と要介護・要支援認定者数の推移（中央区） 

図表７ 第 1号被保険者の要介護・要支援認定率の推移（中央区、東京都、国） 



5 

145 141 144 141 154 159517 518 503 510 524 502

4,297 4,455 4,552 4,593 4,676 4,867

4,959 5,114 5,199 5,244 5,354 5,528

12,325
12,812 13,040 13,093

13,460
14,103

12,221 12,095 12,255 12,359 12,173
11,768

0

2,500

5,000

7,500

10,000

12,500

15,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和2年

(2020)

令和3年

(2021)

令和4年

(2022)

令和5年

(2023)

認定者総数

75歳以上の

認定者数

65～74歳の

認定者数

40～64歳の

認定者数

75歳以上の

１号被保険者数

65～74歳の

１号被保険者数

図表 年齢区分別認定者数の推移（中央区）
（人） （人）

721 747 802 763 778 814

588 622 629 623 633 661

1,049 1,109 1,081 1,094 1,132 1,188

824 842 846 871 894 916
712 734 731 775 796 814
590 566 631 669 676 651475 494 479 449 445

4844,959 5,114 5,199 5,244 5,354
5,528

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成30年

(2018)

令和元年

(2019)

令和2年

(2020)

令和3年

(2021)

令和4年

(2022)

令和5年

(2023)

図表９ 要介護度別認定者数の推移（中央区）
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（３） 年齢区分別要介護・要支援認定者数の推移 

要介護・要支援認定者数の推移を年齢区分別にみると、平成 30（2018）年から令和５

（2023）年にかけて、総数では 1.11 倍となっているものの、65～74 歳では 0.97 倍と減

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 

※要介護・要支援認定者数は、第２号被保険者も含む 

 

（４） 要介護度別認定者数の推移 

要介護・要支援認定者の総数は、一貫して増加しています。 

令和５（2023）年の要介護・要支援認定者数を平成 30（2018）年と比べると、要介護５は

1.02倍にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 
※要介護・要支援認定者数は、第２号被保険者も含む 

図表８ 年齢区分別要介護・要支援認定者数の推移（中央区） 

図表９ 要介護度別認定者数の推移（中央区） 
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（５） 要介護度別認定者の割合 

要介護・要支援認定者の要介護度別の推移をみると、平成 29（2017）年から令和５

（2023）年にかけて、要介護１の割合が上昇傾向にある一方、要介護２、要介護５の割合はそ

れぞれ１ポイント以上低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告（各年３月 31 日現在） 

※要介護・要支援認定者数は、第２号被保険者も含む 
※端数処理のため、内訳の合計が 100％にならない場合がある 

 

（６） 要介護度別認定状況の比較 

令和５（2023）年３月現在の要介護・要支援認定者の割合を東京都や国と比較すると、本

区は要介護３の割合がやや高く、要支援２、要介護４の割合がやや低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：介護保険事業状況報告（令和５年３月 31 日現在） 

※要介護・要支援認定者には第２号被保険者も含む 

 

図表 10 要介護・要支援認定者の割合（中央区） 

図表 11 要介護・要支援認定者の割合（中央区、東京都、国） 
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図表 認知症高齢者の日常生活自立度別内訳の推移（中央区）
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Ⅲ以上

Ⅱ

Ⅰ

自立

（人）

（１） 認知症高齢者の日常生活自立度別の推移 

要介護・要支援認定者について、認知症高齢者の日常生活自立度別の推移をみると、常時

の介護が必要な自立度「Ⅲ」以上の割合が減っている一方、それより軽度の「Ⅱ」「Ⅰ」の割合

が増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：区作成資料（各年３月 31 日現在） 

※他自治体からの転入者で自立度が把握できない者は除いて集計（次ページ（２）も同様） 

※端数処理のため、内訳の合計が 100％にならない場合がある 

 

 

 

Ⅰ 認知症を有するが、家庭内・社会で日常生活は自立 

Ⅱ 

生活に支障ある症状等があるが、他者の注意あれば自立 

 a：家庭外で、上記の状態がみられる 

 b：家庭内でも、上記の状態がみられる 

Ⅲ 

日常生活に支障ある症状等があり、介護が必要 

a：日中を中心として、上記の状態がみられる 

b：夜間を中心として、上記の状態がみられる 

Ⅳ 日常生活に支障ある症状等が頻繁にあり、常時の介護要 

Ｍ 著しい精神症状・周辺症状がみられ、専門医が必要 

 

 

 

 

 

図表 12 認知症高齢者数の日常生活自立度別の推移（中央区） 

図表 13 認知症高齢者の日常生活自立度 
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図表 要介護・要支援認定者の自立度別構成比

自立 Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲａ Ⅲｂ Ⅳ Ｍ

（%）

（２） 認知症高齢者の日常生活自立度別の人数および割合 

 認知症高齢者の日常生活自立度を要介護度別にみると、生活に支障のある「Ⅱ」以上の割合

は、要支援２では 12.0％であるのに対し、要介護１では 63.1％、要介護３では 85.6％、要

介護５では91.4％と高くなっています（図表 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：区作成資料（令和５年３月 31 日現在） 

 

 

資料：区作成資料（令和５年３月 31 日現在） 

※端数処理のため、内訳の合計が 100％にならない場合がある 

図表 14 認知症高齢者の日常生活自立度別の人数（中央区） 

図表 15 認知症高齢者の日常生活自立度別の割合（中央区） 

（人）

要介護区分 自立 Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲａ Ⅲｂ Ⅳ Ｍ 計

要支援１ 420 306 51 28 0 0 0 0 805

要支援２ 259 319 59 19 1 0 0 0 657

要介護１ 147 288 203 517 17 6 1 0 1,179

要介護２ 78 121 96 413 159 30 9 0 906

要介護３ 55 61 40 224 307 69 47 2 805

要介護４ 48 45 27 154 208 56 100 6 644

要介護５ 24 17 12 63 104 30 218 8 476

計 1,031 1,157 488 1,418 796 191 375 16 5,472
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図表10 介護保険サービスの受給者数・受給率の推移（中央区）
（人）

（１） 介護保険サービスの受給者数（受給率）、給付費（給付割合） 

介護保険の受給者数（利用者数）をサービス区分ごとにみると、施設サービスは減少傾向に

あります。 

居宅サービス、地域密着型サービスについては、平成 28（2016）年度から小規模な事業

所が提供する通所介護が地域密着型サービスに移行したため、平成 29（2017）年に居宅サ

ービスの受給者数が一時的に減少し、地域密着型サービスの受給者数が増加したものの、長

期的にはいずれも増加傾向がうかがえます。 

受給率（第１号被保険者数に占めるサービス受給者数の割合）でみると、平成 30（2018）

年以降、居宅サービスは上昇傾向が、地域密着型サービスはほぼ横ばい、施設サービスはやや

低下傾向がみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（月報）（各年３月 31 日現在） 

（各サービス受給者数は、現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 

 

  

図表 16 介護保険サービスの受給者数・受給率の推移（中央区） 
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図表 介護保険サービスの給付費の推移（中央区）

（百万円）

 介護保険サービスにかかる給付費の合計は、平成28（2016）年以降増加傾向が続いてい

ます。 

 内訳をみると、居宅サービス給付費、地域密着型サービス給付費は増加傾向、施設サービス

給付費は横ばいから微減傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（月報）（各年３月 31 日現在） 

（各サービス受給者数は、現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

 

 

※図表 16～18 中の介護保険サービスごとの内訳は以下のとおりです。 

居宅サービス…訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、通所介護、 

通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、 

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）、短期入所療養介護（介護医療院）、福祉用具貸与、 

特定施設入居者生活介護、介護予防支援・居宅介護支援 

地域密着型サービス…定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、 

認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、 

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 

看護小規模多機能型居宅介護 

施設サービス…介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設 

 

 

 

 

図表 17 介護保険サービスの給付費の推移（中央区） 
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図表 介護保険サービスの給付費割合の推移（全国との比較）

（%）

 サービス区分別にそれぞれの給付費が全体に占める割合の推移をみると、居宅サービス、地

域密着型サービスはほぼ横ばい傾向にありますが、施設サービスは低下傾向にあります。 

 これを全国の数値と比較すると、本区は居宅サービスの割合が高い一方、地域密着型サー

ビス、施設サービスの割合が低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（月報）（各年３月 31 日現在） 

（各サービス受給者数は、現物給付１月サービス分、償還給付２月支出決定分） 

※端数処理のため、内訳の合計が 100％にならない場合がある 

 

 

  

図表 18 介護保険サービスの給付費割合の推移（全国との比較） 
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その他地域

在宅：13,837円

施設等：11,568円

23区平均

在宅：13,559円

施設等：11,344円

円
在宅：13,052円

施設等：11,260円

円

在宅：12,391円

施設等：10,930円 中央区以外

の都内22区

(円)
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宅
サ
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ス
給
付
月
額

都内62

区市町村平均

（２） 第１号被保険者１人あたりのサービス給付月額 

本区における高齢者１人当たりの在宅サービス給付費と施設および居住系サービス給付費

の分布を国や他の自治体と比較してみると、施設および居住系サービス給付費については、

全国より高く、東京都と同程度で、23 区平均より低くなっています。在宅サービス給付費に

ついては、国、東京都より高く、23 区平均より低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 19 第１号被保険者１人あたりのサービス給付月額 

資料：地域包括ケア見える化システム「D6_第１号被保険者１人あたり給付月額」を基に作成 

令和４（2022）年 介護保険事業状況報告（月報） 
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図表 主な在宅サービスの利用率

（%）

（３） 要介護度別の主なサービスの利用率 

ア 在宅サービス 

要介護度別の主な在宅サービスの利用率（要介護度別の在宅サービス総受給者のうち、各

サービス受給者の割合）についてみると、要介護１～３いずれも通所介護が一番高く、次いで

要介護１では訪問介護、要介護 2・3 では訪問看護となっており、要介護４・５では訪問介護お

よび訪問看護の利用率が高くなっています。要介護４・５では、短期入所生活介護・短期入所

療養介護の利用率が20％前後まで上がっています。 

一方、要介護度にかかわらず、定期巡回・随時対応型訪問介護看護および小規模多機能型

居宅介護の利用率は５％以下にとどまっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表20 要介護度別の主な在宅サービスの利用率（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告（令和５年３月審査分） 

※利用率：各サービスの利用者数／在宅サービス利用者数 
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イ 施設・居住系サービス 

要介護度別の主な施設・居住系サービスの利用率（要介護度別の施設サービスまたは居住

系サービス総受給者のうち、各サービス受給者の割合）についてみると、要介護１～３では特

定施設入居者生活介護、要介護４・５では介護老人福祉施設の利用率が最も高くなっています。  

要介護度が上がるほど介護老人福祉施設の利用率が上がり、要介護３～５では、要介護度

が上がるほど介護老人保健施設の利用率は下がる傾向があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表21 要介護度別の主な施設・居住系サービスの利用率（中央区） 

資料：介護保険事業状況報告（令和５年３月審査分） 

※利用率：各サービスの利用者数／施設居住系サービス利用者数 
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図表11 日常生活圏域別人口の推移と推計（中央区）

総数

月島

日本橋

京橋

（人）

＜推計＞

 日常生活圏域とは、高齢者の最も身近な圏域として、各区市町村が地理的条件やサービス

提供体制を整備するための条件を総合的に勘案して定めるものです。 

 中央区では、第３期介護保険事業計画から、「京橋地域」「日本橋地域」「月島地域」の３地域

を日常生活圏域と定めています。 

 ３地域別の人口の推移をみると、いずれも増加傾向にあります。令和5（2023）年の人口は

月島地域が 78,112 人で最も多く、平成 30（2018）年から 5,573 人増え、増加率は 

7.7%です。また、日本橋地域は6,248人増え、増加率は13.1%、京橋地域は5,430人増

え、増加率は 14.7%です。 

 また、令和 15（2033）年までの将来推計人口では、３地域とも引き続き増加傾向にありま

す。特に月島地域では東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の選手村が住宅に転

用されることによる人口増加や大規模開発等の影響により、令和５（2023）年から令和 15

（2033）年にかけて29,243人増（増加率37.4%）の著しい伸びが見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

令和６年以降は区の推計値（令和５年１月１日現在の人口を基準人口として作成） 

 

 

  

図表22 日常生活圏域別人口の推移と推計（中央区） 
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 ３地域別の人口と高齢化率を比較すると、日本橋地域は京橋・月島地域と比べて高齢化率

が低い傾向にあります。 

   

 

  

  

図表23 日常生活圏域別人口（中央区） 

※住所地特例者：380 人 

資料：人口・高齢者数は住民基本台帳 

（令和５年４月１日現在） 

認定者数・認定率は区作成資料 

（令和５年３月 31 日現在） 
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0

20,000

40,000

60,000

人口 高齢者数 要介護 要支援

認定者数

京橋地域

78,304

高齢化率

15.7%

12,286

高齢者の

要介護・要支援

認定率

19.9％

2,448

0

20,000

40,000

60,000

80,000

人口 高齢者数 要介護 要支援

認定者数

月島地域
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（１） 実態調査の概要 

本計画策定に向けて、中央区の要介護・要支援認定を受けていない一般高齢者および要介

護・要支援認定者の生活実態、介護保険サービスを提供している事業者および医療機関の実

態等を把握することを目的として「中央区高齢者の生活実態調査及び介護サービス利用状況

等調査」を実施しました。 

①調査期間 令和４年 10月 20日（木）～令和４年 11月９日（水） 

②調査方法 郵送配布、郵送またはインターネットにて回収、ハガキによる督促礼状１回 

※「在宅介護実態調査」は、令和４年６月～10月に認定調査員の聞き取り方式により実施 

③各調査の客体、回収状況等 

調査名 調査客体 回収状況 

調査Ａ 
高齢者福祉に関する
生活実態調査 

要介護・要支援認定を受けていない55歳以上の区民
（一般高齢者等） 
 

【抽出調査】 

・対象者数：3,000 人 
・有効回答数：1,731 件 
（郵送:1,326、インターネット:405） 
・回収率：57.7％ 

調査Ｂ 
介護予防・日常生活圏
域ニーズ調査 

要介護・要支援認定を受けていない 65 歳以上の区
民（一般高齢者）、総合事業対象者（※）および要支
援認定者 
国による必須調査 

【抽出調査】 

・対象者数：2,500 人 
・有効回答数：1,859 件 
（郵送:1,721、インターネット:138） 
・回収率：74.4％ 

調査Ｃ 
要介護・要支援認定者
調査 

要介護・要支援認定者 
 
 

【抽出調査】 

・対象者数：3,500 人 
・有効回答数：2,092 件 
（郵送:1,903、インターネット:189） 
・回収率：59.8％ 

調査Ⅾ 
在宅介護実態調査 

在宅で生活している要介護・要支援認定者のうち、調
査期間(令和４年６月～10 月)中に更新申請または区
分変更申請に伴う認定調査を受けた者 
国による必須調査 

【全数調査】 

・対象者数：305 人 
・有効回答数：305 件 
（認定調査員による聞き取り:305） 
・回収率：100.0％ 

調査Ｅ  
介護保険サービス事
業所調査 

区内の介護保険サービス事業所 
 
 

【全数調査】 

・対象事業所数：96 
・有効回答数：60 件 
（郵送:38、インターネット:22） 
・回収率：62.5％ 

調査Ｆ   
在宅医療・介護に関す
る調査 

区内の医師会、歯科医師会、薬剤師会の会員（医療
機関） 
 

【全数調査】 

・対象機関数：603 
・有効回答数：299 件 
（郵送:203、インターネット:96） 
・回収率：49.6％ 

※「総合事業対象者」とは要介護・要支援認定を受けていないが、生活機能の低下がある方を指す。 
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（２） 調査結果の概要 

健康づくり（介護予防） 

①スポーツクラブや体操教室への参加の有無（調査Ａ 問 22） 

「参加していない」が74.6％ 

問 22．あなたは、健康づくりのためにスポーツクラブや体操教室等に参加していますか（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②区で行っている高齢者健康づくり事業の認知度（調査Ａ 問 24） 

 ①さわやか健康教室については、「知らなかった」が 68.6％ 

 ②さわやか体操リーダーによる体操教室については、「知らなかった」が74.3％ 

 ③ゆうゆう講座については、「知らなかった」が70.2％ 

 ④いきいき館（敬老館）での健康づくり教室については、「知らなかった」が 61.5％ 

 ⑤中央粋なまちトレーニング(粋トレ)については、「知らなかった」が 78.1％ 

問 24．あなたは、中央区が行っている次のような高齢者健康づくり事業をご存知ですか。（〇はそれぞれ

１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加している

23.3 

参加していない

74.6 

無回答

2.0 
全体

（N=1,731）

(%)

知っている

24.4 

17.1 

21.7 

32.1 

13.5 

知らなかった

68.6 

74.3 

70.2 

61.5 

78.1 

無回答

7.0 

8.6 

8.1 

6.4 

8.4 

①さわやか健康教室

（N=1,731）

②さわやか体操リーダーによる

体操教室（N=1,731）

③ゆうゆう講座

（N=1,731）

④いきいき館（敬老館）での

健康づくり教室（N=1,731）

⑤中央粋なまちトレーニング

(粋トレ) （N=1,731）

(%)
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③参加したいと思う健康づくり事業（調査Ａ 問 26） 

 「運動などの実践を取り入れた講座」が 39.8％、「医療専門職が、必要に応じて相談対応・指導して

くれる教室・講座」が30.0％ 

 

問 26．あなたは、どのような健康づくり事業なら参加したいと思いますか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

39.8

30.0

24.2

19.6

19.5

13.6

7.3

3.4

6.4

10.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

運動などの実践を取り入れた講座

医療専門職が、必要に応じて相談対応・

指導してくれる教室・講座

１回完結型の教室・講座

通年で開かれる複数回継続型の教室・講座

さまざまなテーマを取り上げた講座

専門的なテーマに限定した講座

仲間づくりを目的としたサロン形式の講座

講義形式の話が中心となる講座

その他

無回答
今回調査（N=1,731）
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社会参加 

①社会的な活動や地域活動への参加状況（調査A 問 15） 

 「特に活動はしていない」が 74.6％、「町会・自治会、高齢者クラブなどの自治組織の活動」が

9.5％、 「趣味やスポーツを通じたボランティアなどの活動」が 4.8％ 

問 15．あなたは現在、支援したり運営したりする側（担い手）として、何らかの社会的活動や地域

活動を行っていますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②参加者として（調査B 問 27） 

 「参加してもよい」が 49.5％、「参加したくない」が 36.3％ 

問 27．地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、いきいきした

地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加してみたいと思います

か。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.5

4.8

3.2

3.2

2.2

1.4

1.2

0.8

2.9

74.6

4.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

町会・自治会、高齢者クラブなどの自治組織の活動

趣味やスポーツを通じたボランティアなどの活動

地域住民同士などの交流の場の活動

サークル活動

まちづくりや地域安全などの活動

生活支援・子育て支援などの活動

伝統芸能・工芸技術などを伝承する活動

環境整備活動

その他

特に活動はしていない

無回答

今回調査（N=1,731）

是非参加したい

7.8 

参加してもよい

49.5 

参加したくない

36.3 

既に参加している

3.1 

無回答

3.4 

全体

（N=1,859）

(%)
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就労 

①働き方（調査Ａ 問 12） 

 「会社や団体、官庁等に勤務」が38.1％、「働いていないし今後も働きたくない」が 28.5％ 

問 12．あなたは現在、働いていますか。複数の仕事をしている場合は収入の最も多いものをお答え

ください｡（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

  

会社や団体、

官庁等に勤務

38.1 

個人商店

などで勤務

2.3 

自営業

14.4 

ＮＰＯ法人に

参加（運営して

いる者も含む）

0.3 

その他

4.8 

シルバー人材

センターに登録

1.0 

働いていないが

今後働きたい

7.1 

働いていないし

今後も

働きたくない

28.5 

無回答

3.5 
全体

（N=1,731）

(%)
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フレイル予防 

①外出が減っているか（調査B 問 15） 

 「減っていない」が42.2％、「減っている」が 24.0％ 

問 15．昨年と比べて外出の回数が減っていますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度調査と比べると、大きな差は見られない。 

 

②ＢＭＩ（調査 B 問 3） 

 「18.5 以上～25.0未満（普通体重）」が 65.8％ 

 

 

 

 

 

 

ＢＭＩ（ボディマス指数）：体重と身長の関係から肥満度を表す体格指数 

・ＢＭＩ＝体重（kg）÷（身長（ｍ）×身長（ｍ）） 

・18.5 未満：低体重 ／ 18.5～25 未満：普通体重 ／ 25 以上：肥満 

性・年代別で見ると、男性65～74歳は他の性・年代と比べて、「25.0 以上（肥満）」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とても減っている

4.2 

2.5 

減っている

24.0 

21.5 

あまり減っていない

26.9 

28.8 

減っていない

42.2 

45.8 

無回答

2.6 

1.4 

令和４年度調査

（N=1,859）

令和元年度調査

（N=1,816）

(%)

１８．５未満

（低体重）

9.8

１８．５以上～２５．０未満

（普通体重）

65.8

２５．０以上

（肥満）

20.4

無回答

3.9 
全体

（N=1,859）

(%)

（％）
調
査
数

１
８
．
５
未
満

（
低
体
重

）

１
８
．
５
以
上
～

２
５
．
０
未
満

（
普
通
体
重

）

２
５
．
０
以
上

（
肥
満

）

無
回
答

1,859 9.8 65.8 20.4 3.9

男性65～74歳 468 3.6 66.7 27.8 1.9

男性75～84歳 268 4.1 68.3 22.0 5.6

男性85歳以上 59 10.2 64.4 20.3 5.1

女性65～74歳 517 15.3 66.0 16.6 2.1

女性75～84歳 400 13.5 64.5 18.3 3.8

女性85歳以上 117 13.7 64.1 12.0 10.3

全　　体

性・年代別
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③口腔機能（咀嚼）（調査B 問 17） 

 「いいえ」が 71.5％ 

問 17．半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

④孤食の状況（調査B 問 19） 

 「毎日ある」が55.0％ 

問 19．どなたかと食事をともにする機会はありますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

⑤認知機能（調査B 問 20） 

 「いいえ」が 55.3％ 

問 20．物忘れが多いと感じますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

性・年代別で見ると、男性および女性の85歳以上は他の年代と比べて「はい」の割合が高い。女

性75～84歳は男性75～84歳と比べて「はい」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はい

25.0 

いいえ

71.5 

無回答

3.6 
全体

（N=1,859）

(%)

毎日ある

55.0 

週に何度かある

12.7 

月に何度かある

13.7 

年に何度かある

8.6 

ほとんどない

7.8 

無回答

2.1
全体

（N=1,859）

(%)

はい

42.5 

いいえ

55.3 

無回答

2.2 
全体

（N=1,859）

(%)

（％）
調
査
数

は
い

い
い
え

無
回
答

1,859 42.5 55.3 2.2

男性65～74歳 468 38.9 59.6 1.5

男性75～84歳 268 40.7 56.3 3.0

男性85歳以上 59 54.2 40.7 5.1

女性65～74歳 517 38.9 60.3 0.8

女性75～84歳 400 47.3 50.0 2.8

女性85歳以上 117 54.7 39.3 6.0

全　　体

性・年代別
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⑥社会参加の状況（調査B 問 26） 

 「収入のある仕事」を除くすべての活動で、「参加していない」が６割を超えている 

問 26．以下のような会・グループ等にどのくらいの頻度で参加していますか。（それぞれ〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦疾病（調査B 問 40） 

 「高血圧」が 39.6％、「ない」が 19.5％ 

問 40．現在治療中、または後遺症のある病気はありますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○アレルギー疾患  ○鼻炎（慢性鼻炎、アレルギー性鼻炎、蓄膿症、副鼻腔炎、鼻づまり） 

○リウマチ  ○橋本病（甲状腺機能低下症）  ○腰痛  ○脊柱管狭窄症  ○坐骨神経痛 

○皮膚炎（湿疹、アトピー性皮膚炎）  ○帯状疱疹  ○睡眠時無呼吸症候群  ○不整脈 

0.2

0.9

1.1

1.8

1.5

77.9

16.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

週４回以上

週２～３回

週１回

月１～３回

年に数回

参加していない

無回答

今回調査（N=1,859）

＜⑤高齢者通いの場などの月１回以上 
開催されている主に高齢者向けのサロン＞ 

39.6

16.8

14.7

11.8

10.7

10.4

7.9

6.0

5.3

4.8

4.7

3.3

2.0

1.7

0.8

0.4

0.4

19.5

12.4

4.4

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

高血圧

目の病気

高脂血症（脂質異常）

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症等）

心臓病

腎臓・前立腺の病気

呼吸器の病気（肺炎や気管支炎等）

胃腸・肝臓・胆のうの病気

がん（悪性新生物）

耳の病気

外傷（転倒・骨折等）

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

ない

その他

無回答

今回調査（N=1,859）
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⑧介護予防リスク（調査B 問 9～13） 

 「低下はみられない」が90.1％ 

 

 

 

 

 

 

 

■運動器の機能評価 

問９～13 のうち、３問以上該当する選択肢が回答された場合、運動器の機能に低下が見られると判断 

設問 該当する選択肢 

問９ 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか。 

「できない」 問 10 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか。 

問 11 15 分位続けて歩いていますか。 

問 12 過去 1 年間に転んだ経験がありますか。 「何度もある」または「１度ある」 

問 13 転倒に対する不安は大きいですか。 「とても不安である」または 

「やや不安である」 

 

 

⑨うつ傾向（調査 B 問 37 問 38） 

 「うつ傾向なし」が 56.3％ 

 

 

 

 

 

 

 

■うつ傾向の評価 

問 37、問 38 のいずれかで「はい」と回答された場合、うつ傾向であると評価する。 

設問 該当する選択肢 

問 37 この 1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることがありましたか。 

「はい」 問 38 この１か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは心から楽しめない感じがよく

ありましたか。 

 

 

 

 

 

 

低下がみられる

9.8 

低下はみられない

90.1 

判定不能

0.1 
全体

（N=1,859）

(%)

 

うつ傾向あり

41.3 

うつ傾向なし

56.3 

判定不能

2.4 
全体

（N=1,859）

(%)
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情報の入手・情報通信機器の使用状況 

①日常生活に関する情報の入手先（調査A 問 17） 

 「インターネット（パソコン、タブレット端末、スマートフォン）」が 66.1％、「テレビ」が 62.2％ 

問 17．あなたは、日常生活に関する情報をどこから得ていますか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②利用している情報通信機器 

■一般高齢者等（調査Ａ 問 20） 

 「スマートフォン」が 81.7％、「パソコン」が 46.5％ 

問 20．あなたは、ふだんどのような情報通信機器を利用していますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81.7

46.5

23.3

18.4

10.4

0.8

3.2

3.1

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

スマートフォン

パソコン

タブレット型端末

固定電話・ＦＡＸ

携帯電話（スマートフォン以外）

その他

情報通信機器は利用していない

無回答
今回調査（N=1,731）

66.1

62.2

39.7

33.9

24.7

16.3

6.2

4.9

0.9

1.0

1.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

インターネット（パソコン、

タブレット端末、スマートフォン）

テレビ

新聞（タウン紙、区のおしらせを含む）

家族

友人、近所の人

チラシ、折り込み、ダイレクトメール

（区からの通知含む）など

ラジオ

雑誌

その他

特にどこからも得ていない

無回答

今回調査（N=1,731）
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■要介護・要支援認定者（調査Ｃ 問 11） 

 「固定電話・ＦＡＸ」が 40.6％、「スマートフォン」が27.2％ 

問 11．あなたは、ふだんどのような情報通信機器を利用していますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③スマートフォンの操作方法などを教えてくれる講座の受講意向（調査Ａ 問 21） 

 「受ける必要がない」が45.8％、「受けたい」が27.3％ 

問 21．あなたは、スマートフォンの操作方法など、情報通信機器の使い方を教えてくれる高齢者向

けの講座を受けたいと思いますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

40.6

27.2

25.4

6.5

3.2

2.4

23.6

2.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

固定電話・ＦＡＸ

スマートフォン

携帯電話（スマートフォン以外）

パソコン

タブレット型端末

その他

情報通信機器は利用していない

無回答
今回調査（N=2,092）

 

受けたい

27.3 

受けたくない

11.1 

受ける必要がない

45.8 

わからない

12.8 

無回答

3.1 
全体

（N=1,731）

(%)
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災害対策・避難 

①災害に備えてしていること（調査Ａ 問 30） 

 「水・食糧・簡易トイレなどを備蓄している」が 67.0％、「家族と避難先や緊急連絡先を確認してい

る」が 47.2％ 

問 30．あなたは、地震などの災害に備えてどのようなことをしていますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②「中央区災害時地域たすけあい名簿」の認知度 

■一般高齢者等（調査Ａ 問 31） 

 「知らなかった」が 82.3％ 

問 31．あなたは、「中央区災害時地域たすけあい名簿」についてご存知ですか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

■要介護・要支援認定者（調査Ｃ 問 36） 

 「知らなかった」が 68.1％ 

問 36．あなたは、「中央区災害時地域たすけあい名簿」についてご存知ですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

67.0

47.2

40.6

18.4

4.7

4.4

4.4

6.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

水・食糧・簡易トイレなどを備蓄している

家族と避難先や緊急連絡先を確認している

家具の転倒防止などを行っている

避難訓練や防災訓練に参加している

自宅を建て替えたり、補強するなど耐震対策をしている

地域の支援者（民生委員や町会、防災区民組織など）に

相談して、避難先や災害時の対応を確認している

その他

無回答
今回調査（N=1,731）

知っている

15.3 

知らなかった

82.3 

無回答

2.4 
全体

（N=1,731）

(%)

知っている

23.8 

知らなかった

68.1 

無回答

8.1 
全体

（N=2,092）

(%)
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認知症ケア 

①認知症に関する相談窓口の認知状況（調査B 問 42） 

 「いいえ」が 72.5％ 

問 42．認知症に関する相談窓口を知っていますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

②認知症の利用者の状況で実際に大変なこと（調査 E 問 23） 

「本人の意思の確認がとれない」が48.3％、「介護サービスを利用してもらえない、サービス拒否が

ある」が 45.0％ 

問 23．認知症の利用者の状況で実際にあり、大変なことは何ですか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○家族からの過剰な要望への対応（パワーハラスメント、カスタマーハラスメント） 

○スケジュール管理  ○医療レベルが高い状態での施設居住の継続や看取りの希望 

はい

26.2 

いいえ

72.5 

無回答

1.3 
全体

（N=1,859）

(%)

48.3

45.0

23.3

18.3

16.7

13.3

13.3

13.3

11.7

11.7

5.0

13.3

3.3

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

本人の意思の確認がとれない

介護サービスを利用してもらえない、

サービス拒否がある

家族が認知症であることを認めない

本人や家族が医療機関を受診しない

医療的な管理が難しい

認知症の症状が急変して緊急対応が必要になる

虐待の恐れがある

本人と家族間で介護の方針が違う

薬の飲み違えがあって、服薬管理ができない

認知症のため適切な介護サービスが受けられない

消費者被害に遭遇したことがある

その他

無回答 今回調査（N=60）
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③認知症の方の支援にあたり特に必要と思われること（調査 E 問 24） 

 「認知症の人を支援するサービスや施設等の社会資源がより増えること」が 55.0％、「認知症の人

の家族支援が充実していくこと」が 53.3％ 

問 24．認知症の方の支援にあたり特に必要と思われることは何ですか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○警察・消防・区職員の理解能力のスキルアップ  ○独居の認知症高齢者への地域的ケア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

55.0

53.3

51.7

35.0

23.3

10.0

10.0

6.7

1.7

0％ 20％ 40％ 60％

認知症の人を支援するサービスや

施設等の社会資源がより増えること

認知症の人の家族支援が充実していくこと

認知症の状態に応じた適切な

サービス提供の流れが示されること

認知症の早期診断を担う医療機関が増えること

かかりつけ医やケアマネジャー（介護支援専門員）の

認知症への理解と対応力が向上すること

地域で、認知症サポーターの活動の輪が広がること

おとしより相談センター（地域包括支援センター）

における認知症支援策がより充実すること

その他

無回答
今回調査（N=60）
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延命治療 

①延命治療についての考え（調査A 問 35） 

 「昏睡状態で、意識を取り戻したり回復する見込みがない場合は、延命治療はしないでほしい」が

58.1％ 

問 35．あなたは、延命のための医療を受けることについてどう思いますか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

②介護・延命治療の希望を伝えた人（調査A 問 36） 

 「同居の家族・親族」が43.7％、「誰にも伝えていない」が41.2％ 

問 36．あなたは、介護や延命治療（問 33 から問 35 までの内容）についての希望を誰かに伝えてい

ますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最期までできる限りの

延命治療をしてほしい

1.9 

延命治療より苦痛を和らげ

る緩和的治療をしてほしい

36.5 

昏睡状態で、意識を取り戻したり回復する

見込みがない場合は、延命治療はしないでほしい

58.1 

その他

1.4 

無回答

2.1 

全体

（N=1,731）

(%)

43.7

19.4

4.7

2.6

0.6

0.5

0.5

0.3

0.2

1.8

41.2

1.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

同居の家族・親族

別居の家族・親族

知人・友人・近所の人

かかりつけ医（歯科医師を含む）

ケアマネジャー

訪問看護師

ヘルパー（介護職員）

かかりつけ薬局・薬剤師

民生・児童委員

その他

誰にも伝えていない

無回答

今回調査（N=1,731）
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老い支度・ACP（アドバンス・ケア・プランニング） 

①ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の理解度 

■一般高齢者等（調査Ａ 問 37） 

 「全く知らなかった」が75.0％ 

問 37．あなたは、「ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）」についてどの程度ご存知ですか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

■要介護・要支援認定者（調査Ｃ 問 25） 

 「全く知らなかった」が69.3％ 

問 25．あなたは、「ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）」についてどの程度ご存知ですか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

②老い支度として関心があること（調査Ａ 問 38） 

 「終末期に希望する医療や介護を受けられる方法」が 45.5％、「認知症や重い病気になった時の身

の回りの世話」が 44.0％。 

問 38．ご自身の老いへの備えとして、医療・介護の希望や葬儀、家財の処分、相続などについて、

現在関心のあることはありますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よく知っている

1.2 

名前・内容については

おおよそ知っている

3.6 

名前を聞いたことがある程度で

内容についてはあまり知らない

18.1

全く知らなかった

75.0 

無回答

2.0 
全体

（N=1,731）

(%)

45.5

44.0

21.3

18.5

16.3

13.2

11.4

2.8

18.1

5.8

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

終末期に希望する医療や介護を受けられる方法

認知症や重い病気になった時の身の回りの世話

葬儀や家財処分の依頼

相続についての相談

頼みごとができる身寄りがいない場合の相談

公正証書や遺言の書き方

入院時の保証人の依頼

その他

関心がない

無回答

今回調査（N=1,731）

よく知っている

1.3 

名前・内容については

おおよそ知っている

5.2 

名前を聞いたことがある程度で

内容についてはあまり知らない

18.9 

全く知らなかった

69.3 

無回答

5.3 
全体

（N=2,092）

(%)
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③ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の推進に必要なこと（調査 E 問 20） 

 「一度だけでなく、継続的に意向の確認や話し合いをすること」「本人の意向を尊重し、最期まで意思

決定支援を心がけること」が各 45.0％ 

問 20．ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）をすすめる上で必要なことは何ですか。 

【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 人生の最終段階における医療・介護について行っていること（調査C 問 26） 

 「特に行っていない」が55.6％、「家族に希望を伝えている」が 29.9％ 

問 26．あなたが、人生の最終段階における医療や介護について行っていることは何ですか。【複数

回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.9

9.0

8.3

2.8

55.6

5.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

家族に希望を伝えている

自分の医療・介護について話し合いをしている

ケアマネジャーや介護士などに希望を伝えている

その他

特に行っていない

無回答

今回調査（N=2,092）

45.0

45.0

35.0

31.7

30.0

16.7

11.7

1.7

15.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

一度だけでなく、継続的に

意向の確認や話し合いをすること

本人の意向を尊重し、最期まで

意思決定支援を心がけること

日頃から、気持ちを話せる

雰囲気や人間関係をつくること

早いタイミングからの意向の

確認や話し合いを行うこと

適切なサービス調整や支援ができる

多職種での連携を進めること

ＡＣＰに関する、利用者・家族を

はじめとする、区民啓発を進めること

本人・家族との不一致、

家族間の調整にも配慮すること

その他

無回答 今回調査（N=60）
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在宅療養 

①今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（調査C 問 19） 

 「掃除・洗濯」が 14.8％、「紙おむつ支給・おむつ代助成」が 13.8％ 

問 19．あなたが、今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス（現在利用しているが、さ

らなる充実が必要と感じる支援・サービスを含む）は何ですか。【複数回答：３つまで】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標５ 介護 

①今後力を入れるべき高齢者保健福祉施策（調査Ｃ 問 40） 

 

14.8

13.8

13.6

13.3

12.5

12.5

12.1

10.0

8.9

8.7

8.0

7.4

7.1

5.8

4.9

3.4

3.4

1.4

1.4

3.7

25.6

13.6

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％

掃除・洗濯

紙おむつ支給・おむつ代助成

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

外出同行（通院、買い物など）

配食

おとしより介護応援手当の支給

介護者慰労事業

（食事・マッサージ共通券、旅行券の支給）

理美容サービス

簡単な家の修繕や電球の交換等

緊急通報システムの設置

買い物

見守り、声かけ

ふとん乾燥・丸洗い

ゴミ出し

調理

サロンなどの定期的な通いの場

一般寝台貸与

身元保証制度

徘徊高齢者探索システム費用助成

その他

利用していない

無回答

今回調査（N=2,092）
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②認知症になった場合の在宅生活の継続希望（調査C 問 33） 

 「できることならば住み慣れた家で暮らし続けたい」が41.1％、「適切な施設があれば入所したい」が

25.2％ 

【ご自宅にお住まいの方】 

問 33．あなたは、認知症になっても、住み慣れた家で暮らし続けたいと思いますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

③ 「往診」や「訪問診療」の実施状況・意向（調査Ｆ 問 3） 

 「実施する意向はない」が 37.8％、「実施している」が 32.4％ 

問３．「往診」や「訪問診療」を実施していますか。また、今後実施する意向がありますか。(〇は

１つ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

どうしても住み慣れた

家で暮らし続けたい

10.8 

できることならば住み

慣れた家で暮らし続けたい

41.1 

適切な施設があれば

入所したい

25.2 

わからない

13.3 

無回答

9.7 
全体

（N=1,665）

(%)

実施している

32.4 

現在は実施して

いないが、３年以内に

実施する意向がある

3.7 

実施する意向は

あるが実施は難しい

23.1 

実施する意向はない

37.8 

無回答

3.0 
全体

（N=299）

(%)

（％）
調
査
数

実
施
し
て
い
る

現
在
は
実
施
し
て

い
な
い
が

、
３
年

以
内
に
実
施
す
る

意
向
が
あ
る

実
施
す
る
意
向
は

あ
る
が
実
施
は

難
し
い

実
施
す
る
意
向
は

な
い

無
回
答

299 32.4 3.7 23.1 37.8 3.0

病院・診療所 134 24.6 0.0 25.4 49.3 0.7

歯科診療所 109 38.5 3.7 22.0 35.8 0.0

薬局 53 39.6 13.2 20.8 11.3 15.1

京橋 130 33.8 3.8 25.4 35.4 1.5

日本橋 126 27.0 4.8 20.6 42.1 5.6

月島 42 42.9 0.0 23.8 33.3 0.0

全　　体

機関種類

所在地 42.1
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介護 

① 介護職員の不足感（調査Ｅ 問６） 

「はい」（不足を感じる）が73.3％ 

問６．貴事業所は、職員の不足を感じることがありますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はい

73.3 

いいえ

26.7 

無回答

0.0 
全体

（N=60）

(%)

（％）
調
査
数

は
い

い
い
え

無
回
答

60 73.3 26.7 0.0

居宅介護支援事業所 22 72.7 27.3 0.0

居宅サービス事業所 46 76.1 23.9 0.0

施設・居住系サービス事業所 9 100.0 0.0 0.0

介護予防サービス実施事業所 19 78.9 21.1 0.0

０～２人 13 69.2 30.8 0.0

３～５人 20 70.0 30.0 0.0

６～１０人 10 70.0 30.0 0.0

１１人以上 14 85.7 14.3 0.0

全　　体

事業種別

従業員
規模
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② 人材育成・教育制度の導入の有無（調査Ｅ 問９） 

 「導入している」が 48.3％、「導入していない」が 23.3％ 

問９．貴事業所では、人材育成・教育制度を導入していますか。（○は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

導入している

48.3 

導入の準備をしている

10.0 

導入を検討中

16.7 

導入していない

23.3 

無回答

1.7 
全体

（N=60）

(%)

（％）
調
査
数

導
入
し
て
い
る

導
入
の
準
備
を

し
て
い
る

導
入
を
検
討
中

導
入
し
て
い
な
い

無
回
答

60 48.3 10.0 16.7 23.3 1.7

居宅介護支援事業所 22 31.8 9.1 22.7 31.8 4.5

居宅サービス事業所 46 50.0 8.7 21.7 17.4 2.2

施設・居住系サービス事業所 9 55.6 11.1 11.1 22.2 0.0

介護予防サービス実施事業所 19 42.1 10.5 26.3 21.1 0.0

０～２人 13 23.1 15.4 23.1 38.5 0.0

３～５人 20 50.0 10.0 10.0 30.0 0.0

６～１０人 10 50.0 10.0 20.0 10.0 10.0

１１人以上 14 64.3 7.1 14.3 14.3 0.0

全　　体

事業種別

従業員
規模
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③ 人材育成・教育制度の導入の内容（調査Ｅ 問９－１） 

 「新入職員の技能習得」が 79.3％、「介護・看護技術に関する研修」が 72.4％ 

【問９で「１．導入している」と回答の事業所】 

問 9-1．その人材育成・教育制度は何ですか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜その他の回答＞ 

○階層別研修（リーダー層・管理層等）  ○機能訓練・身体動作  ○研修・勉強会の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79.3

72.4

62.1

41.4

17.2

10.3

3.4

10.3

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

新入職員の技能習得

介護・看護技術に関する研修

職員の資格取得に関する研修

メンタルケア等の健康管理講習

医療連携のための研修・交流会

ＩＴ技能の習得

先進事業所との情報交換、職員派遣

その他

無回答

今回調査（N=29）
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④ 現在利用している介護保険サービス（調査Ｃ 問１４） 

 「福祉用具貸与」が 32.1％、「通所介護（デイサービス）」が 21.0％ 

問 14．現在、あなたが利用している介護保険サービス（介護予防サービスを含む。)は何ですか。【複数回

答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.1

21.0

20.7

19.9

14.2

10.2

9.1

8.1

8.1

6.6

6.6

5.8

5.3

2.4

2.2

1.6

1.4

1.3

1.0

0.7

21.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

福祉用具貸与

通所介護（デイサービス）

訪問看護

訪問介護（ホームヘルプ）

訪問リハビリテーション

住宅改修費の支給

介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）

通所リハビリテーション（デイケア）

特定施設入居者生活介護

（有料老人ホーム等）

居宅療養管理指導

短期入所生活介護／短期入所療養介護

（ショートステイ）

特定福祉用具購入費の支給

訪問入浴介護

介護老人保健施設（老人保健施設）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム）

夜間対応型訪問介護

小規模多機能型居宅介護

介護医療院（介護療養型医療施設）

認知症対応型通所介護

無回答

今回調査（N=2,092）
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住まい 

① 住宅種類（調査Ａ 問７） 

 「持ち家（集合住宅）」が 50.2％ 

問７．あなたのお住まいは一戸建て、または集合住宅のどちらですか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本区と内閣府の調査結果を比較すると、「持ち家（集合住宅）」が 50.2％、「公営賃貸住宅・民間賃

貸住宅（集合住宅）」が 29.7％と、全国と比べて高い。 

 

中央区調査項目 内閣府調査項目 

持ち家（一戸建て） 持家（一戸建て） 

民間賃貸住宅（一戸建て） 賃貸住宅（一戸建て） 

持ち家（集合住宅） 持家（分譲マンション等の集合住宅） 

公営賃貸住宅（集合住宅） 
民間賃貸住宅（集合住宅） 

賃貸住宅（アパート、マンション、公営・公団等
の集合住宅） 

その他（社宅、自社ビルなど） 
給与住宅（社宅・官公舎など） 
高齢者向け住宅・施設 
その他 

無回答 不明・無回答 

※選択肢の項目が異なるため、上記の項目で比較している。（区内の公営賃貸住宅は集合住宅のみ。 

  内閣府調査の給与住宅、高齢者向け住宅・施設はその他で集計。） 

 

 

 

 

 

 

持ち家

（一戸建て）

15.3 

民間賃貸住宅

（一戸建て）

0.8 

持ち家

（集合住宅）

50.2 

公営賃貸住宅

（集合住宅）

8.1 

民間賃貸住宅

（集合住宅）

21.6 

その他

2.9 

無回答

1.1 

全体

（N=1,731）

(%)

持ち家

（一戸建て）

15.3 

74.5 

民間賃貸住宅

（一戸建て）

0.8 

2.0 

持ち家

（集合住宅）

50.2 

12.6 

公営賃貸住宅

民間賃貸住宅

（集合住宅）

29.7 

8.7 

その他

2.9 

2.0 

無回答

1.1 

0.2 

中央区調査

（N=1,731）

内閣府調査

（令和３年度）

（N=2,435）

(%)
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② 住宅の種類（調査Ｂ 問８） 

 「持ち家（集合住宅）」が 48.1％、「持ち家（一戸建て）」が 17.5％ 

問８．お住まいは一戸建て、または集合住宅のどちらですか。（〇は１つ） 

 

 

 

 

 

 

居住地域別で見ると、日本橋地域は他の居住地域と比べて、「持ち家（一戸建て）」の割合が高い。

月島地域は他の居住地域と比べて、「公営賃貸住宅」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

（％）
調
査
数

持
ち
家

（
一
戸
建
て

）

持
ち
家

（
集
合
住
宅

）

公
営

賃
貸
住
宅

民
間
賃
貸
住
宅

（
一
戸
建
て

）

民
間
賃
貸
住
宅

（
集
合
住
宅

）

借
家

そ
の
他

無
回
答

1,859 17.5 48.1 11.7 1.0 16.2 1.1 3.6 0.8

京橋 465 20.2 50.5 6.7 0.9 16.1 0.4 4.3 0.9

日本橋 482 27.8 50.8 1.2 1.0 14.5 0.8 3.1 0.6

月島 901 10.8 45.2 20.0 1.1 17.3 1.6 3.6 0.6

全　　体

居住地域

持ち家

（一戸建て）

17.5 

持ち家

（集合住宅）

48.1 

公営賃貸住宅

（集合住宅）

11.7 

民間賃貸住宅

（一戸建て）

1.0 

民間賃貸住宅

（集合住宅）

16.2 

借家

1.1

その他

3.6

無回答

0.8

全体

（N=1,859）

(%)
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③ 建物全体の階数・居住階数（調査 B 問８－１） 

・建物全体の階数は「11～15階建て」が38.7％、「21 階建て以上」が 27.8％ 

・居住階は「６～10階」が33.6％、「３～５階」が 21.5％ 

 

【問８で集合住宅（「２．持ち家（集合住宅）」、「３．公営賃貸住宅（集合住宅）」または「５．民

間賃貸住宅（集合住宅）」）と回答の方】 

問 8-1．あなたのお住まいは、何階建ての何階ですか。（数値回答） 

■建物全体の階数 

 

 

 

 

 

 

居住地域別で見ると、月島地域は他の居住地域と比べて、「21 階建て以上」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■居住階数 

 

 

 

 

 

 

居住地域別で見ると、京橋地域および日本橋地域は居住階数が 10階以下の割合が約８割を占

めているのに対し、月島地域は居住階数が 11階以上の割合が約５割を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

１～２階建て

0.4 

３～５階建て

2.3 

６～１０階建て

20.5 

１１～１５階建て

38.7 

１６～２０階建て

6.9 

２１階建て以上

27.8 

無回答

3.5 
全体

（N=1,412）

(%)

１～２階

8.4 

３～５階

21.5 

６～１０階

33.6 

１１～１５階

15.2 

１６～２０階

5.2 

２１階以上

13.4 

無回答

2.6 
全体

（N=1,412）

(%)

（％）
調
査
数

１
～

２
階
建
て

３
～

５
階
建
て

６
～

　
階
建
て

　
～

　
階
建
て

　
～

　
階
建
て

　
階
建
て
以
上

無
回
答

1,412 0.4 2.3 20.5 38.7 6.9 27.8 3.5

京橋 341 0.3 2.9 28.7 51.9 5.6 8.5 2.1

日本橋 321 0.6 3.1 28.3 53.0 7.8 4.7 2.5

月島 743 0.3 1.6 13.5 26.5 7.3 46.7 4.2

全　　体

居住地域

10

11

15

16

20

21

（％）
調
査
数

１
～

２
階

３
～

５
階

６
～

　
階

　
～

　
階

　
～

　
階

　
階
以
上

無
回
答

1,412 8.4 21.5 33.6 15.2 5.2 13.4 2.6

京橋 341 9.4 30.8 39.0 12.6 3.8 2.6 1.8

日本橋 321 11.2 22.1 48.0 12.1 1.9 2.5 2.2

月島 743 6.9 16.8 25.3 17.8 7.3 23.1 2.8

全　　体

居住地域

10

11

15

16

20

21
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新型コロナウイルス等の感染症 

① 新型コロナウイルス感染症による生活の変化（調査Ａ 問３２） 

 「外出を控えるようになった」が67.6％、「友達・親戚付き合いが減った」が 61.5％ 

 

問 32．あなたは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、生活にどのような変化があり

ましたか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 新型コロナウイルス感染症による生活の変化（調査Ｃ 問３７） 

 「外出を控えるようになった」が59.4％、「友達・親戚付き合いが減った」が 41.9％ 

問37．あなたは、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって、生活にどのような変化がありましたか。 

【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67.6

61.5

36.4

24.4

20.5

15.3

13.8

4.7

0.5

4.7

2.4

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

外出を控えるようになった

友達・親戚付き合いが減った

運動量が減った

家族と過ごす時間が増えた

電話やメール、ビデオ通話が増えた

収入が減った

在宅勤務が増えた

以前から興味があったことを始めた

収入が増えた

その他

無回答

今回調査（N=1,731）

59.4

41.9

40.7

37.1

13.8

12.1

12.0

5.6

3.4

14.3

6.1

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

外出を控えるようになった

友達・親戚付き合いが減った

自室にいる時間が増えた

運動量が減った

健康状態が悪化した

家族と過ごす時間が増えた

電話やメール、ビデオ通話が増えた

介護サービスの利用を控えた

その他

特にない

無回答

今回調査（N=2,092）
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今後の高齢者保健福祉施策 

① 今後力を入れるべき高齢者保健福祉施策（調査Ａ 問４１） 

 「家族の介護負担を軽減するための施策の充実」が 47.0％、「ひとり暮らし高齢者への支援」が

46.9％ 

問 41．住み慣れた地域で暮らし続けるために、これからの高齢者保健福祉施策で中央区が力を入れ

ていくべきものは何だと思いますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47.0

46.9

42.3

39.3

36.9

33.7

31.7

30.1

28.5

26.3

23.7

22.4

21.6

19.7

19.1

14.3

14.2

4.6

1.7

3.5

1.6

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

家族の介護負担を軽減するための施策の充実

ひとり暮らし高齢者への支援

適切な介護サービスが受けられるための

情報提供や相談体制の充実

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）、

有料老人ホーム等の整備の促進

在宅医療の充実

判断能力が低下した場合の支援

サービス付き高齢者向け住宅の整備の促進

介護保険サービス以外の区の生活支援サービスの充実

２４時間切れ目のない在宅介護サービスの充実

低所得者などへの経済的支援

必要な情報を取得できる環境づくり

施設への「通い」を中心に、在宅生活を継続しながら訪問や

短期宿泊など多機能なサービスが利用できる介護事業所の整備

住民による見守り・声かけなどたすけあい活動

住みやすい住宅への支援

（手すりの取付け・段差の解消など）

段差などがなく利用しやすい道路や建物の整備

高齢者への虐待の防止

住み替えを支援する制度の充実

多世代の家族近居を推進するための支援

その他

特にない

無回答

今回調査（N=1,731）
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② 今後力を入れるべき高齢者保健福祉施策（調査Ｃ 問４０） 

 「ひとり暮らし高齢者への支援」が 45.8％、「家族の介護負担を軽減するための施策の充実」が

42.4％ 

問 40．住み慣れた地域で暮らし続けるために、これからの高齢者保健福祉施策で中央区が力を入れ

ていくべきものは何だと思いますか。【複数回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.8

42.4

37.5

37.2

33.6

29.5

28.7

28.0

25.9

24.8

24.1

23.0

22.9

18.5

16.0

15.1

8.6

6.8

2.2

3.6

6.3

0％ 20％ 40％ 60％

ひとり暮らし高齢者への支援

家族の介護負担を軽減するための施策の充実

特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）、

有料老人ホーム等の整備の促進

適切な介護サービスが受けられるための

情報提供や相談体制の充実

在宅医療の充実

判断能力が低下した場合の支援

段差などがなく利用しやすい道路や建物の整備

低所得者などへの経済的支援

２４時間切れ目のない在宅介護サービスの充実

介護保険サービス以外の区の

生活支援サービスの充実

住民による見守り・声かけなどたすけあい活動

サービス付き高齢者向け住宅の整備の促進

施設への「通い」を中心に、在宅生活を継続しながら訪問や

短期宿泊など多機能なサービスが利用できる介護事業所の整備

住みやすい住宅への支援

（手すりの取付け・段差の解消など）

必要な情報を取得できる環境づくり

高齢者への虐待の防止

住み替えを支援する制度の充実

多世代の家族近居を推進するための支援

その他

特にない

無回答

今回調査（N=2,092）


